
  

  

 

2026年 8月 17日 
 
 
 
 
「〈ひろぎん〉サステナビリティ経営導入サポートサービス」のご利用について 

［株式会社神垣組］ 
 
 
株式会社広島銀行（頭取 清宗 一男）では、「〈ひろぎん〉サステナビリティ経営導入サポート    

サービス」を通じて、サステナビリティ経営方針の策定を支援しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

【企業概要】  

会 社 名 株式会社神垣組 

所 在 地 広島県呉市広文化町 1－32 

代 表 者 神垣 良子 

業 種 総合建築工事業 

事業内容等 
総合建築・リフォーム工事・個人木造注文住宅建築・公共建築 

特殊建築・建築設計・太陽光パネル設置 

サステナビリティ 

経営方針 
【詳細：別紙 1】 

1957 年２月に神垣組として創立して以降､お客様､地域の皆様､協力会社､
従業員に支えられながら建設管理業を営んでまいりました｡今後も安定した経営
を続けていくためには､個々が己を知り､成長を続けながら､バランスの良い企業を
目指していく必要があります｡そのために､会社の目指すべき方向性を社員で  

共有し意識統一していきます｡神垣組で働いてよかったと思ってもらえるような  
労働環境を整え､神垣組と関わることができてよかったと思ってもらえるような仕事
ができるよう努めてまいります｡建設業は､ひとりでは成し遂げられません｡関係する
多くの人に感謝を忘れることなく社会に必要とされる企業となってまいります｡ 

【特に大事にしたいテーマ】 
・ 安全・安心・健康な職場づくり 

・ 確かな技術と信頼の確保 
・ 人が活きる職場の実現 
・ 誰もが活躍できる組織へ 
・ 地域と共に歩む 
・ コンプライアンスの徹底 

  ※「〈ひろぎん〉サステナビリティ経営導入サポートサービス」の概要は別紙 2 をご参照ください。 
以上 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社広島銀行  

営業企画部 法人企画室 

℡（082）247-5151（代表） 

 

広島銀行では、ＳＤＧｓへの取組みを強化しております。 

【ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）持続可能な開発目標）】 

2015 年 9 月に国連で採択された、経済・社会・環境のあり方についての 

2030年までの世界共通目標。持続可能な開発のための 17 の目標と 169 

のターゲットで構成。 
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社会：再開発需要の増加 / 少子高齢化による建築需要・労働力不足

政治・経済：景気動向による設備投資増加 / 公共事業予算削減・資材価格高騰

技術：DX進展による省力化 / 新技術導入コスト増

自然など：防災・減災建築、インフラ需要の増加 / 自然災害増加

マクロ環境

ミクロ環境

株式会社神垣組

サステナビリティ経営方針
Message

当社は、1957年2月に神垣組として創立して以降、お客様、地域の皆様、協力会社、従業員に支えられながら建設管理業を営んで

まいりました。今後も安定した経営を続けていくためには、個々が己を知り、成長を続けながら、バランスの良い企業を目指して

いく必要があります。そのために、会社の目指すべき方向性を社員で共有し意識統一していきます。

神垣組で働いてよかったと思ってもらえるような労働環境を整え、神垣組と関わることができてよかったと思ってもらえるような

仕事ができるよう努めてまいります。

建設業は、ひとりでは成し遂げられません。関係する多くの人に感謝を忘れることなく社会に必要とされる企業となってまいり

ます。

外部
環境

経営
資本

使命

確かな技術と信頼で
地域の豊かな生活と
未来を創造する

企業
理念

マテリアリティ

事業活動

取組方針

安全・安心・健康な

職場づくり

従業員の心身の健康維持・増進と
安全な労働環境を提供し、
全従業員が生き生きと活躍できる
職場を実現する

確かな技術と信頼の確保

従業員一人ひとりの成長を支援し、
確かな技術を維持することでその
技術によって社会に価値を提供し、
信頼される企業を目指す

人が活きる職場の実現

働きやすく、働きがいのある
職場の実現のため、休暇制度
の充実、DX推進による業務
効率化、コミュニケーション
の活性化に取り組み、従業員
の幸福を追求する

誰もが活躍できる組織へ

誰もが活躍できる職場づくりを
目指し、従業員の仕事と家庭の
両立を支援するとともに、公平
な評価制度の整備に取り組む

地域と共に歩む

地域と共に歩む企業として、
地域の若年層へ建築の魅力の発信や
インターンシップ受入、セミナー等
の地域開放を通じて人材育成と交流
を促進していく
また、BCP策定などから地域の
安心・安全に貢献する

社会価値・経済価値創出 目標値

人財×品質

働きがい

多様性・公平性

健康経営

地域で信頼される

存在へ

将来像

私たちは、地域で信頼される存在
として、関わる全ての人の幸福を
追求し、建築の魅力と価値を社会
に伝える企業を目指します

価値観

・仕事に誇りを持ち、仕事を喜びに変え、喜びをひろげる

・社会的良識を持ち、守るべきものは守り

改めるべきものは改める

・地域、ひとへの感謝を忘れない

財務資本

安定した財務基盤

物的資本

本社ビル

人的資本

・経験豊富な技術者・現場監督
・1級建築士
・建築施工管理技士１級

知的資本

・長年培ってきた独自の施工ノウハウ
・品質管理マニュアル
・ISO9001

社会関係資本

・官公庁・自治体・民間企業との
長年の取引実績

・協力会社との強固なネットワーク

行動規範

・素早く対応し、素早く処理する

・法令順守

・真剣に心を込めて仕事をする

・互いを尊重し、認め合い、働きやすい環境を構築する

・安全を第一にバランスの良い五大管理を行う

・常に成長を目指し、新しいことを学び続ける

・施主・地域・協力会社・未来・自社の五方よしを目指す

顧客：公共投資の継続による安定受注 / 景気後退による

         値下げ圧力・需要の後退

サプライヤー：協力会社との関係強化による安定供給

少子高齢化による協力企業の廃業

競合先など：地域密着での迅速対応による差別化

公共投資減少による入札競争激化

コンプライアンスの徹底
コンプライアンスに係る社内ルールの
明確化と研修受講により、従業員の
高い倫理観を醸成する

地域共生

コンプライアンス

2026年 心と身体の健康セミナー受講
 2026年 健康促進レクリエーション開催
 2028年 健康経営優良法人取得

休業災害事故0件維持
安全教育に関する研修受講 1回/年

 ※既取り組みの安全大会、現場ごとの安全教育を除く

2026年 階層別研修の実施
2030年 建築施工管理技士1級 3名増
2030年 1級建築士 1名増
2030年 土木施工管理技士1級 1名増

2026年 フィールドワーク型レクリエーション開催
2027年 休暇制度見直し
2027年 DXによる各種業務の効率化
2027年 業務効率化ワーキングの立上
2027年 1on1ミーティング実施 ※上長は研修を受講

2028年 エンゲージメント調査実施
2030年 有給休暇取得率70％
2030年までに年間休日を115日に増加

2027年 キャリアプランの新設
2027年 人事制度見直し
2028年 男性育児休業取得率100%

2028年 事業継続力強化計画認定
2029年 地域の若い方に建築の魅力を発信
2029年 暮らしに役立つ社内向けセミナーの地域開放

2026年 コンプライアンスマニュアルの作成
2026年 外部講師によるコンプライアンス研修の受講

（受講率100％）1回/年

【別紙1】



 

【別紙 2】 

 

「〈ひろぎん〉サステナビリティ経営導入サポートサービス」について 

 

○特長 

・これまでに公表されているサステナビリティ経営に関するさまざまな指標と、日本･地域特有の社会課題、

更には企業の理念やビジョン、経営資源、外部環境等を踏まえて作成した当行専用ツール※を使用し、

経営者との複数回の対話を通じて、サステナビリティ経営の観点から全体を俯瞰し、その導入・実践に

向けて検討すべき重要課題（マテリアリティ）の絞り込みおよびサステナビリティ経営の実践に向けた  

基本方針の策定をサポートします。 

※ サステナビリティ経営コンサルティングに専門的な知見を持ち、地元企業へのサステナビリティ経営導入支援という主旨に賛同      

いただいた日本経済研究所が作成したツールをもとに､地域課題も踏まえ作成した当行オリジナルのツール 

・社内での啓発や社外への情報開示に活用可能な“サステナビリティ経営方針”のデータと、ツールを活用

した分析結果を踏まえたフィードバックレポートをご提供します。（ご希望に応じて、本サービス利用に  

かかる当行からのニュースリリースも可能） 

・ご希望に応じて、グループ機能とアライアンスを活用した具体的な計画策定支援や実行支援    

（別契約）を通じて、サステナビリティ経営の実践・浸透をサポートします。 

 

○サービス概要 

取 扱 店 法人取引のある当行の全営業店 

対 象 と な る 方 当行と預金取引のある法人のお客さま 

サ ー ビ ス 内 容 

経営資源や経営理念、外部環境などを踏まえ、経営者との複数回の対話に   
よってお取引先のサステナビリティ経営の主軸となるマテリアリティを特定し、    
“サステナビリティ経営方針”策定までを支援するサービスで、最終的な成果物と   
して①・②を提供するもの 
 

①策定した“サステナビリティ経営方針”のデータでの提供 

(策定した方針は希望に応じて当行ホームページにてニュースリリース可能） 
 

②お取引先のサステナビリティ経営導入･向上の参考となるレポートの提供 
経営者との対話やアンケート、専用ツールによる分析過程などを踏まえた 
10 ページ程度のレポートを作成し、フィードバック実施 

利 用 手 数 料 1,100,000 円（消費税込） 

 
 

※本サービスは 2026 年 3 月 31 日をもって新規取扱いを終了しております。 

なお、2026 年 4 月 1 日より「サステナビリティ経営支援コンサルティング」に統合し、これまでと同様に

サステナビリティ経営方針策定に関するサービスの提供を継続しております。 
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